
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：21－042） 

 

１ マジュロ環礁地方政府は、（※中央政府の）マーシャル諸島警察から巡視

艇を受領した。 同地方政府の市長は、海事課（Marine Division）を設立して

事務所を Delap Parkに置き、巡視艇を格納するとともに、（※中央政府の）海

上警察（Sea Patrol）と監視システムをリンクさせて一緒に業務を行う計画を

発表した。  

原文 

（18th February 2022, Marshall Islands Journal） 

 

２ クック諸島のマーク・ブラウン首相は声明で、太平洋諸島フォーラム

（PIF）のヘンリー・プナ事務局長が PIFの亀裂を修復するために辞任する予定

とされた件について、これを否定した。同首相は、クック諸島からの意見なし

にそのような決定はできず、また、協議を受けていないと述べた。クック諸島

首相としてプナ氏の後任となった同首相は、ミクロネシア地域の PIF 脱退一時

的中止を歓迎したが、「プナ事務局長の辞任についてのいかなる決定も、PIF

の指導者に提案される前に、クック諸島政府による慎重な検討と同意が必要だ」

と述べた。 

原文 

（17th February 2022, Cook Islands News） 

 

【論説】 

３ 太平洋諸島フォーラム（PIF）のプナ事務局長の辞任は、PIF の評判を傷つ

けることになる。豪州とニュージーランド（NZ）がこの展開に大きな影響を及

ぼしたことは間違いない。両国が事務局長選挙でプナ氏に投票したと信じられ

ているにもかかわらずだ。しかし、これには大局的な地政学が現れており、各

国の権限（pay grade）を大きく上回っている。 

我々の見解では、プナ氏が PIF を去った場合、PIF は二度と元通りになるこ

とはない。協議とコンセンサスを通じる Pacific  Wayによる意思決定に組織の

誇りを持っていた PIF の評判は、永遠に汚されるだろう。そして、将来ポリネ

シアやメラネシアが同じことをするのを止めるにはどうすればよいか。マーシ

ャル諸島（RMI）やミクロネシア地域各国は、すべての者の面子が保たれるよ

う、高いモラルをもった政治的手腕の土台に立ち、プナ氏に事務局長として残

るよう求める一方で、PIF が提案された改革を了承するよう主張する必要があ

る。プナ氏は投票で正式に事務局長に選出されており、多数決は民主主義の基

本的な柱である。 

https://www.cookislandsnews.com/internal/regional/pacific-islands/cooks-leader-dismisses-claim-puna-out-of-forum-role/


真の Pacific  Wayは、テーブルを離れるとき（※協議を終えるとき）には、

全ての関係者に何かを与えるものであり、そうでなければ利己的な非太平洋的、

非マーシャル人となってしまう。RMI のリーダーシップは、民主主義の精神と

island wayに忠実であり続けるべきである。 

原文 

（18th February 2022, Marshall Islands Journal） 

 

４ ブリンケン米国務長官は、米国務長官として約 37年ぶりにフィジーを訪問

し、フィジー首相代理及び太平洋島嶼国の 18 人の指導者との太平洋首脳会議

（Pacific Leaders meeting：オンライン）に参加し、米国の新しいインド太平

洋関与戦略を発表して、太平洋地域を「我々の繁栄、進歩に不可欠」と表現し

た。また、ソロモン諸島への米国大使館開設計画のほか、気候変動問題への資

金拠出、軍事その他のイニシアチブについて発表した。 

 ブリンケン国務長官はまた、太平洋島嶼国からの農産物の市場へのアクセス

開放を含む、より深い経済統合へのコミットメントや、気候変動問題について、

COP26 で発表した 1,500 億ドルの多くを太平洋に向ける計画や脱炭素化とクリ

ーンエネルギーへの共同投資計画を発表した。 

原文 

（13th February 2022, Radio NZ） 

 

５ トンガの海底火山噴火で損傷した海底ケーブルの修理が 22日完了し、トン

ガの電話やインターネットが完全復旧した。 

原文 

（22nd February 2022, Radio NZ） 

 

６ 仏領ポリネシアのフリッチ自治大統領は、フランスのワン・オーシャン・

サミット(OOS)で、2030 年までに領土の南東に 50 万㎢の海洋保護区を設置する

計画を発表した。同大統領はまた、年内に、この 50万㎢の中にある 100を超え

る島々の周辺での漁業を伝統的な方法に制限することを発表した。これにより

漁業産業は約 20％抑制されることになる。さらに、仏領ポリネシア政府はさん

ごの生態系を保護するため、強制的な錨泊地を設置したいと考えている。 

原文 

（14th February 2022, Radio NZ） 

 

【調査研究】 

７ コロナ禍は違法薬物の需要や取引を弱めていない。太平洋地域の（※違法

薬物）市場が成長し、若者の間での薬物乱用の文化が出現している。サモア警

察などが最近発表した統計によると、薬物関連の逮捕が急増しており、逮捕者

の 96％が初犯であった。コロナ禍による社会経済的混乱の一部とも言える。

Lowy Instituteはその分析で、メタンフェタミン、ヘロイン、コカインの密売

が増加しており、薬物の製造・密売は太平洋地域が直面している最も深刻な安

全保障上の問題の一つと指摘している。この地域の広大で抜け道の多い海上境

https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/461407/us-announces-deeper-engagement-strategy-to-match-china-in-the-pacific
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/462052/the-southern-cross-cable-that-connects-tonga-to-the-outside-world-is-fixed
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/461483/french-polynesia-announces-huge-marine-sanctuary


界、また、管轄能力の低さと限られた法執行能力は、この地域で越境犯罪を可

能にする重大な構造上の課題である。その結果、太平洋諸島は密売経路のみで

なく、製造及び密売の目的地になり、地元の犯罪シンジケートは今、他国の犯

罪シンジケートと協力して活動してる。 

太平洋における越境犯罪、特に違法麻薬の製造・取引は長期的な課題だが、

太平洋が独自に作った問題ではなく、むしろ、太平洋地域は豪州と NZの強欲な

犯罪組織と麻薬欲求者の犠牲者である。したがって、豪州と NZには、革新的な

戦略を開発と「太平洋主導・パートナーが支援」の対応について、太平洋と連

携する責任がある。 

原文 

（17th February 2022, Lowy Institute） 

 

https://www.lowyinstitute.org/the-interpreter/pacific-islands-become-collateral-damage-drug-superhighway


 
 

 

 

 

 



 

 

 


